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保健医療福祉分野において地方自治体の施策の推進上，その目指す目標と実施状況について，
複数の地方自治体を広域的な視点から比較することが重要と考えられる。ここでは，地方自治
体の施策が目指す目標およびその実施状況を表す指標について，選定の基本的考え方を定める
とともに，具体案の作成を試みた。
複数の専門家が議論を重ね，全員の合意によって選定の基本的考え方を定めた。その基本的

考え方に従って，保健医療福祉のあるべき姿や地域差の状況などを考慮しつつ，同様の進め方
により具体案を作成した。
基本的考え方において，選定のねらいは保健医療福祉分野における地方自治体による施策の

実施状況を把握し，今後の施策の推進に資することと定めた。目標の選定では地域住民の視点
に基づくこと，基本的目標，目標，具体的目標の層的構造とした。指標の選定では具体的目標
に対応すること，結果指標，中間指標，取り組み指標の層的構造とした。結果指標は具体的目
標の達成状況を，取り組み指標は施策の投入した量と質を，中間指標はその中間段階の進捗状
況を表すものとした。具体案において，基本的目標は「健康で安心して暮らせる地域社会」
「生きがいと尊厳をもって暮らせる地域社会」「安心して子育てできる地域社会」の３つとし
た。基本的目標ごとに３つの目標，目標ごとに１～４の具体的目標とした。具体的目標ごとに，
１～４の結果指標，０～５の中間指標，１～５の取り組み指標を定めるとともに，評価・留意
点を示した。
目標と指標の選定の基本的考え方と具体案を提示した。今後，実際の使用に向けて様々な面

から検討を重ねることが重要であろう。
指標，施策，保健医療福祉，地方自治体

Ⅰ

保健医療福祉分野においては，都道府県や市
区町村などの地方自治体によって，地域の特性
に応じて様々な施策が実施されており，また，

その施策へ投入される予算や人力も様々であ
る1)－6)。一方，このような施策が目指す方向や
目標には，全国に共通する一定の普遍的な面が
あると考えられる。例えば，その目標としては，
安心して子どもを生み育てる，高齢者が生きが
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選定の
ねらい

・保健医療福祉分野における地方自治体による施策
の実施状況を把握し，今後の施策の推進に資する

目標の
選定

・地域住民の視点に基づく
・基本的目標，目標，具体的目標の層的構造とする
・基本的目標，基本的目標ごとの目標，目標ごとの
具体的目標はできるだけ少数に絞る

指標の
選定

・具体的目標に対応する
・結果指標，中間指標，取り組み指標の層的構造と
する

・結果指標は具体的目標の達成状況を端的に表す
・中間指標は施策の直接的結果を表し，かつ，具体
的目標の達成に不可欠な中間段階の進捗状況を表
す

・取り組み指標は施策の投入された量と質を表す
・指標はできるだけ少数に絞る
・指標の評価および評価に当たっての留意点を明確
にする

・指標の情報の入手として，既存資料の利用と新た
な調査の実施を考慮する

第54巻第５号「厚生の指標」2007年５月

いを持ち安心して暮らせる，安心できる医療が
確保されるなどが挙げられる1)。地方自治体に
よる施策の推進上，このような施策の目指す目
標とその実施状況を検討することが重要と考え
られる1)7)。特に検討に当たっては，複数の地
方自治体を広域的な視点から比較することが大
切と思われる。
そのためには，施策が目指す目標およびその

実施状況を表す指標を開発し，その標準化を図
ることが必要となる。これまで指標に関する
様々な研究が実施されてきたが8)－10)，このよう
な開発・標準化をねらいとした研究はほとんど
見当たらない。
ここでは，保健医療福祉分野において，地方

自治体の施策が目指す目標およびその実施状況
を表す指標について，選定の基本的考え方を定
めるとともに，具体案の作成を試みた。具体案
では地方自治体として主に都道府県を想定した。

Ⅱ

目標と指標の選定の基本的考え方については，
複数の専門家が議論を重ね，全員の合意によっ
て定めた。その定めた基本的考え方に従って，
同様の進め方によって目標と指標の具体案を作
成した。
専門家としては，保健医療福祉分野の行政関

係者および公衆衛生学と保健統計学の研究者で，

合計10人であった。2005年９月～2006年３月に
準備会１回と研究会６回を開催し，同専門家が
集まって，事前に準備した資料を用いて議論を
進めた。具体案の議論では，保健医療福祉のあ
るべき姿，地域差の状況などを考慮した。

Ⅲ

目標と指標の選定の基本的考え方を に示
す。選定に当たってのねらいとしては，保健医
療福祉分野における地方自治体による施策の実
施状況を把握し，今後の施策の推進に資するこ
とと定めた。
目標の選定としては，地域住民の視点に基づ
くこととし，行政的な分類に縛られないことと
した。基本的目標，目標，具体的目標の層的構
造とし，利用性を考慮して，できるだけ少数に
絞ることとした。
指標の選定としては，具体的目標に対応する
こととし，結果指標，中間指標，取り組み指標
の層的構造とした。結果指標は具体的目標の達
成状況を，取り組み指標は施策の投入した量と
質を，中間指標はその中間段階の進捗状況を表
すものとした。指標は利用性を考慮してできる
だけ少数に絞ることとし，評価とその留意点，
情報の入手に関する事項を定めた。

基本的目標としては，「Ⅰ．健康で安心して
暮らせる地域社会」「Ⅱ．生きがいと尊厳を
もって暮らせる地域社会」「Ⅲ．安心して子育
てできる地域社会」の３つとした。
「Ⅰ．健康で安心して暮らせる地域社会」の
目標と指標を に示す。目標としては，「①
良質な医療が受けられる」「②病気にならず健
康に過ごせる」「③災害や感染症発生など万一
のときにも適切なサービスが受けられる」とし
た。それぞれの目標に対して，１～４の具体的
目標を定めた。具体的目標ごとに，１～３の結
果指標，１～４の中間指標，１～３の取り組み
指標を定めた。指標の評価として，高い方がよ
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Ⅰ

目標 具体的な目標 結果指標 中間指標 取り組み指標 評価・留意点

①良質な医療が受け
られる

必要な情報が適切に提
供される

・地域医療に関する情報の
満足度

・医療情報をホームページや院内パ
ンフレット等で提供している医療
機関割合

・医療情報の提供に取り組む関係団体等に
対する自治体の支援の有無と予算額

・指標は高い方がよいが，
死亡率，死亡割合と院内
感染による死亡数は低い
方がよい

・在宅死亡割合は在宅医療
希望患者数を勘案する

・病床数，医師数，看護師
数はその内容等を吟味す
る

・相談件数はその内容等を
吟味する

24時間適切な救急医療
が受けられる

・救急蘇生指標（心肺停止
で救急搬送された患者の
１カ月後の生存率）

・公共施設における の設置数
・人口当たり救急医療機関数
・人口当たり救急救命士数
・救急医療情報システムを通じて稼
働した病床数

・自治体一般会計の救急医療関係予算の割
合

身近で適切な医療（在
宅医療，高度医療を含
む）が受けられる

・三大死因の死亡率
・在宅死亡割合
・平均寿命

・在宅医療の患者割合
・人口当たり病床数・医師数・看護
師数

・病診連携と病病連携の状況と紹介
率

・へき地・離島医師確保のため，大学医学
部の地域枠の設置等，自治体個別施策の
有無および自治体一般会計の関係予算の
割合

医療の質と安全が確保
されている

・医療の質と安全に関する
満足度

・医療安全支援センターの相談件数
・医療の質の向上と医療安全に関す
る研修の開催数と参加者数

・医療監視の実績数
・院内感染による死亡数

・自治体一般会計における医療の質の向
上・医療安全関係予算の割合

・院内感染地域支援ネットワーク事業の実
施の有無

②病気にならず健康
に過ごせる

健康の保持・増進のた
めの適切な保健サービ
スが受けられる

・健康状態の満足度 ・肥満割合
・喫煙率
・各種健康診査・検診の受診率

・自治体一般会計における健康増進関係予
算の割合

・人口当たり保健師数と栄養士数
・市町村の健康増進計画の策定率

・指標は高い方がよいが，
肥満割合と喫煙率は低い
方がよい

③災害や感染症発生
など万一のときに
も適切なサービス
が受けられる

健康危機時に迅速かつ
適切な対応がなされる

・食中毒の事件数・患者
数・死亡数
・急性感染症による死亡数

・食品衛生監視業務の件数
・急性感染症発生時に保健所等が対
応した平均日数

・食品衛生，感染症対策等，自治体一般会
計における通常想定される健康危機管理
関係予算の割合

・健康危機管理マニュアルの有無と更新状
況

・結果指標と中間指標の対
応した平均日数は低い方
がよい。それ以外の中間
指標と取り組み指標は高
い方がよい

健康危機時に必要な
サービスを迅速かつ適
切に受けられる

・想定した健康危機時にお
ける死亡数

・広域災害・救急医療情報システム
の有無

・第一種と第二種感染症指定医療機
関数と専門病床数

・大規模災害等，特定の危機管理に
備えた訓練の実施回数

・感染症指定医療の整備や医療機関の耐震
化補強等，自治体一般会計における万一
の健康危機時の健康危機管理関係予算の
割合

・特定の健康危機管理に対するマニュアル
の有無と更新状況

第
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Ⅱ

目標 具体的な目標 結果指標 中間指標 取り組み指標 評価・留意点

①ニーズに応じた質
の高い福祉サービ
スを受けられる

福祉サービス利用に当た
り，適切な情報提供や支
援が受けられる

・福祉サービス利用援助事業の利用
者数（人口当たり）
・同事業利用者の満足者割合

・社協の地域福祉権利擁護事業（福祉サービス利用援
助事業に同事業従事者の資質向上事業と普及啓発事
業を加えたもの）関係予算額と従事者数（人口当た
り）

・指標は高い方がよ
い

・保護率が全国平均
を著しく上回る場
合，詳しく分析す
る

・苦情処理制度の周
知後に苦情届出率
が高い場合，福祉
サービス提供の問
題点を検討する

生活が困窮しても必要な
保護が受けられる

・生活保護受給者の割合（保護率） ・自立支援プログラ
ム適用者の参加割
合

・ケースワーカー数（標準的ケースワーカー数に対す
る比）

・被保護者における自立支援プログラム適用割合

住み慣れた地域のボラン
ティアにより福祉サービ
スが受けられる

・ボランティア数（ボランティアセ
ンターの社協の把握分）（人口当
たり）

・ボランティアセンター関連予算額と従事職員数（人
口当たり）

・都道府県と管下市町村の地域福祉計画策定の有無

福祉サービスの質が確保
されている

・福祉サービス受給者のサービス内
容満足度
・福祉サービス運営適正化委員会の
苦情受付件数の解決割合
・運営適正化委員会への苦情申出者
数（人口当たり）

・社会福祉事業の事
業所における第三
者評価の受審割合

・福祉サービス第三者評価事業の都道府県推進組織の
設置の有無

・同推進組織の従事職員数，予算額（人口当たり）
・運営適正化委員会運営関係職員数，予算額（人口当
たり）

②障害があっても生
きがいをもって安
心して暮らせる

障害があっても適切な介
護等の生活支援サービス
が施設・在宅を通じて利
用できる

・障害者（児）のホームヘルパー・
ショートステイ・デイサービスの
各利用者割合

・ホームヘルパー計画人数・ショートステイ利用見込
者数・デイサービスセンター計画カ所数（障害者
（児）当たり）

・指標は高い方がよ
い

障害があっても適切な住
まいや就労につながる活
動の場を利用できる

・障害者の地域生活援助事業（グ
ループホーム）利用者割合
・障害者の福祉ホーム利用者割合
・障害者の通所授産施設利用者割合
・障害者の精神障害者生活訓練施設
（援護寮）利用者割合

・地域生活援助事業（グループホーム）の利用見込者
数（障害者当たり）

・福祉ホームの利用見込者数（障害者当たり）
・通所授産施設の利用見込者数（障害者当たり）
・精神障害者生活訓練施設（援護寮）の利用見込者数
（障害者当たり）

障害があっても心身の状
況に応じたスポーツ，芸
術・文化活動に参加でき
る

・障害者のパラリンピック等障害者
スポーツイベントや障害者芸術発
表会等の参加者割合

・パラリンピック等障害者スポーツイベントや障害者
芸術発表会等の開催数（障害者当たり）

・障害者スポーツ指導者養成数（障害者当たり）
・「障害者の明るいくらし」促進事業・障害者社会参
加総合推進事業等の実施市町村率

③高齢になってもで
きる限り自立して
安心して暮らせる

高齢になってもできる限
り要介護状態にならない
で生活できる

・介護保険第１号被保険者（65歳以
上の者）に占める要介護度別の要
介護認定者割合と介護保険非該当
者割合

・介護予防事業の実施市町村率
・配食サービス，外出支援サービス等の生活支援事業
の実施市町村率

・高齢者の生きがいと健康づくり推進事業の実施市町
村率

・指標は高い方がよ
い

・要介護認定者割合
が著しく高い場
合，要因分析を行
う

介護が必要になっても介
護保険から適切なサービ
スが受けられる

・要介護認定者に占める各種介護
サービス（居宅サービスと施設
サービス）利用者割合

・居宅サービス見込計画量（要介護認定者当たり）
・施設サービス見込計画量（要介護認定者当たり）
・居宅サービスと施設サービスの指定事業所数（要介
護認定者当たり）
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Ⅲ

目標 具体的な目標 結果指標 中間指標 取り組み指標 評価・留意点

①安心して快適
な出産ができ
る

安全に出産ができる ・妊産婦死亡率
・周産期死亡率

・産後うつ病発生率
・妊婦の喫煙率
・妊婦健康診査受診率
・妊婦講習会受講率

・周産期医療センターの設置等，周産期医療ネットワーク
の整備状況

・妊婦当たり産婦人科医師数と助産師数
・自治体一般会計の母子保健関係予算の割合

・死亡率，発生
率と喫煙率は
低い方がよ
い。それ以外
の指標は高い
方がよい

・相談件数，助
成件数はその
内容等を吟味
する

快適に出産ができる ・妊娠・出産者の満足度 ・妊婦バッチの普及率
・病室個室化等，快適な出産の環境整備
に取り組んでいる医療機関数

・妊婦バッチ配布や啓発等，妊婦支援事業の有無と予算額
・快適な出産に取り組む関係団体への自治体支援の有無と
予算額

不妊で悩む時に適切な
支援が受けられる

・不妊治療と不妊相談を
受けた者の満足度

・不妊に関する相談件数
・特定不妊治療費助成事業の助成件数

・妊婦当たり不妊相談センターの整備数と相談員数
・妊婦当たり特定不妊治療費助成事業の予算額

②子どもを健や
かに育てるこ
とができる

子どもの保健と医療の
水準を維持・向上させ
るための環境が整備さ
れている

・新生児死亡率
・乳幼児死亡率

・かかりつけの小児科医ありの家庭割合
・休日・夜間の小児救急医療機関を知っ
ている家庭割合

・乳児期にうつぶせ寝させない家庭割合
・子どもの事故防止対策の実施家庭割合
・各種予防接種の年齢別接種率

・小児救急医療体制の整備状況と小児救急医療に関する予
算額

・乳幼児当たり小児科医師数
・乳幼児健康診査受診率
・予防接種体制の整備状況と予算額

・死亡率は低い
方がよい。そ
れ以外の指標
は高い方がよ
い

・相談件数，立
入調査件数，
保護件数はそ
の内容等を吟
味する

子どもの心の安らかな
発達を図るとともに，
育児不安が軽減され，
児童虐待や （ドメ
スティックバイオレン
ス）が防止される

・虐待による児童死亡数
・育児の相談相手ありの
母親割合
・育児参加の父親割合
・育児不安等の相談をし
た者の満足度

・児童相談所等への相談件数，立入調査
件数と保護件数

・婦人相談所等への相談件数と保護件数
・保健所，保健センター等における育児
不安や子どもの心の発達に関する相談
件数

・未成年者当たり児童福祉司数と女性当たり婦人相談員数
・児童精神科医の配置した児童相談所数
・児童相談所，福祉事務所，保健所，保健センター，男女
共同参画センター等の育児不安を相談できる施設数

・児童精神外来や発達支援センター等，子どもの心の発達
に関する専門機関の有無と設置数

③働きながら安
心して子ども
を産み育てる
ことができる

職場の支援等で，育児
をしながら働き続けら
れる環境が整備される

・男女別育児休業取得率
・子育て世代（30～ 49
歳）の女性の就業率

・地元企業の次世代育成支援行動計画の
策定率

・ファミリー・フレンドリー・企業数

・企業等の次世代育成行動計画策定の推進等，自治体の次
世代育成関係事業の実施と予算額

・待機児童数は
低い方がよ
い。それ以外
の指標は高い
方がよい

・児童クラブの
利用児童数，
母子家庭割
合，母子寡婦
福祉基金の貸
付額と予算額
はその内容等
を吟味する

多様なニーズに対応で
きる保育サービスが確
保される

・保育所入所待機児童数
・乳児保育等特別保育事
業の実施率
・保育所，放課後児童ク
ラブの利用満足度

・未就学児当たり認可と許可外の保育所
数と入所定員

・小学生当たり放課後児童クラブ数と利
用児童数

・自治体一般会計の保育関係の予算額
・多様な保育サービスに個別に関わる団体・組織の取り組
みに対する自治体の支援の有無と予算額

地域における子育て支
援の充実を図り，子育
て家庭が支援される

・地域子育て支援の満足
度
・地域子育て支援センタ
ー等の利用満足度

・居住地担当の民生委員児童委員等の周
知率

・地域子育て支援センター等の利用者数

・子育て支援基盤整備事業の実施市町村数と実施率
・人口当たり民生委員児童委員数と主任児童委員数
・人口当たり地域子育て支援センター等の数
・児童当たり児童館数
・地域子育て支援に取り組む関係団体に対する自治体の支
援の有無と予算額

母子家庭の生活の安定
が図られる

・生活保護世帯の母子家
庭割合
・母子家庭の母親の就業
者数と就業率

・母子家庭等就業・自立支援センター事
業の就業相談件数と講習会受講者数

・母子寡婦福祉連合会の加入者数
・母子寡婦福祉基金の貸付額

・母子家庭等就業・自立支援センター数
・母子寡婦福祉連合会等関係団体に対する自治体の支援の
有無と予算額

・母子寡婦福祉基金の予算額
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いものと低い方がよいものを明示するとともに，
その評価に当たっての留意点を示した。
「Ⅱ．生きがいと尊厳をもって暮らせる地域

社会」の目標と指標を に示す。目標として
は，「①ニーズに応じた質の高い福祉サービス
を受けられる」「②障害があっても生きがいを
もって安心して暮らせる」「③高齢になっても
できる限り自立して安心して暮らせる」とし，
目標ごとに２～４の具体的目標を定めた。具体
的目標ごとに，１～４の結果指標，０～１の中
間指標，１～４の取り組み指標を定めるともに，
評価・留意点を示した。
「Ⅲ．安心して子育てできる地域社会」の目

標と指標を に示す。目標としては，「①安
心して快適な出産ができる」「②子どもを健や
かに育てることができる」「③働きながら安心
して子どもを産み育てることができる」とし，
目標ごとに２～４の具体的目標を定めた。具体
的目標ごとに，１～４の結果指標，２～５の中
間指標，２～５の取り組み指標を定めるともに，
評価・留意点を示した。

Ⅳ

目標と指標の選定の基本的考え方において，
選定のねらいは地方自治体の施策の実施状況を
把握し，今後の施策の推進に資することと定め
た。そのために，この目標と指標は都道府県や
市区町村が利用し，地域住民へ情報公開するこ
とを想定している。前述の通り，複数の地方自
治体を広域的な視点から比較することが大切で
あり，厚生労働省や地方厚生（支）局の利用も考
えられる。目標の設定では，地域住民の視点に
基づくこととしたが，地方自治体による施策で
は自然なことと考えられる1)7)。基本的目標，
目標，具体的目標の層的構造については，保健
医療福祉分野の施策の多さを考慮して，ある程
度の分類整理が必要と考えたためである。すな
わち，具体的目標は個々の施策が直接的に目指
すもの，より広い目標はいくつかの施策を組み
合わせて目指すもの，さらに，基本的目標はこ
れらを通して実現を目指すものである。

指標の選定では，結果指標，中間指標，取り
組み指標の層的構造とした。これは，施策の実
施状況の把握として，施策の投入した量と質
（取り組み指標）と具体的目標の達成状況（結
果指標）の両面が，同時にこれらの中間段階の
進捗状況（中間指標）が必要と考えたためであ
る。この構造によって，結果・中間・取り組み
指標の相互関係を観察することができる。また，
目標と指標をできるだけ少数に絞るとともに，
指標の評価と留意点，情報の入手を考慮したの
は，実際の利用性を高めるためである8)。
目標と指標の具体案は，都道府県を想定して，
基本的考え方に従って作成した。前述の通り，
実際の利用性を高めるために，具体案の目標と
指標は少数とした。保健医療福祉分野には多種
多様なニーズと指標があることから，具体案の
目標は多くのニーズをカバーしているわけでな
く，また，具体案の指標が多くの指標を代表し
ているわけでもない。一方，複数の専門家が時
間をかけて，保健医療福祉のあるべき姿，地域
差の状況などを考慮して議論した上で，全員の
合意で定めたことから，この目標と指標は一定
の妥当性を有するものと思われる（個々の指標
の選定の詳細は研究報告書を参考）11)。
指標には，周産期死亡率のように明確に定義
されたものだけでなく，施策関係予算や満足度
のように，それだけでは１つに定まらず，さら
に細かい規定を要するものがある。指標の形式
として，人口の規模や年齢構成を調整するか否
かもある。このような細かい規定について具体
案は定めておらず，今後の課題である。また，
指標としては，満足度などの主観的なものと死
亡率などの客観的なものがある。取り組み指標
は施策の投入した量と質を表すことから客観的
となる。結果指標は地域住民の視点に基づく具
体的目標の達成状況を表すために，満足度など
の主観的なものも含むことになる。指標の情報
の入手として，満足度などの一部の指標は新た
な調査が必要であるが，死亡率などのほとんど
の指標は統計や業務上の既存資料が利用できる
と考えられる8)。
目標と指標の選定の基本的考え方と具体案は，
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複数の専門家が議論を重ね，全員の合意によっ
て定めたものである。このような進め方は，開
発・標準化に向けて実際的なものと考えられる。
今後，実際の使用に向けて様々な面から検討を
重ねることが重要であろう。

本研究は，平成17年度厚生労働科学研究費補
助金（厚生労働科学特別研究事業）による「保
健医療政策分野における主要政策課題の調査・
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